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冷戦後の輸出管理改革

• 共産圏諸国を対象とした管理から不拡散輸
出管理への移行（国家を隔離する、制裁アプ
ローチの転換）

• 通商上の利益の推進（安全保障上の利益と
の調整）、グローバリゼーションへの対応

• 防衛生産や安全保障協力の多国間主義



冷戦後の米政権の取り組み

• ブッシュ政権
– EPCI(1991), 製品と最終使用を管理（Catch All の導入）

• クリントン政権
– 暗号技術等の規制緩和、ライセンス審査過程の改革
– DTSI（2000）：武器貿易に関連するライセンス改革

• ブッシュ政権
– WMD戦略（2002）

真に機微な技術を敵対国家や拡散に係る団体に渡さない、世
界市場に向けた輸出で不必要な障壁を無くす

– WH（2008）
•ライセンス審査の改革（ITの導入や、人員の配置等）



オバマ政権の輸出管理改革

• 「輸出管理」に対する批判
– Legacy system, Outdated, Byzantine

– 何を批判しているのか？

• 輸出管理制度と今日のグローバル経済の不整合

• Who?  What?の議論

• How enforce?とHow manage?の導入

• 改革の政治過程

• 改革の目的



4つの改革分野

• Single Control List

• Single License Agency

• IT System

• Export Control Enforcement





安全保障政策と輸出管理改革

• 不拡散 （拒否戦略から技術ガバナンスアプロー
チへ）

– ガバナンスを管理する主体は誰になるか

– 経済的利益を犠牲に出来るのか（風評）

• 第三国輸出問題

– 実効的な第三国移転防止措置は輸出先国の能力に
依存（国際協力でガバナンス向上？）

• 防衛産業 （国際生産 ・防衛産業協力 ・国際調
達 ・市場参入 ）

– ブッシュ改革の継続


